
【様式第1号】

自治体名：安房郡市広域市町村圏事務組合

会計：連結会計 （単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 4,838,644,264   固定負債 3,777,088,566

    有形固定資産 4,005,104,685     地方債等 1,812,973,652

      事業用資産 3,502,041,144     長期未払金 -

        土地 217,155,379     退職手当引当金 1,891,973,555

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 4,416,281,289     その他 72,141,359

        建物減価償却累計額 -1,331,677,758   流動負債 577,452,565

        工作物 347,992,773     １年内償還予定地方債等 403,028,642

        工作物減価償却累計額 -150,218,539     未払金 -

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 123,877,219

        航空機 -     預り金 10,157,313

        航空機減価償却累計額 -     その他 40,389,391

        その他 - 負債合計 4,354,541,131

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 2,508,000   固定資産等形成分 4,840,334,785

      インフラ資産 -   余剰分（不足分） -4,123,479,711

        土地 -   他団体出資等分 -

        建物 -

        建物減価償却累計額 -

        工作物 -

        工作物減価償却累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 -

      物品 1,760,422,350

      物品減価償却累計額 -1,257,358,809

    無形固定資産 -

      ソフトウェア -

      その他 -

    投資その他の資産 833,539,579

      投資及び出資金 304,000

        有価証券 -

        出資金 204,000

        その他 100,000

      長期延滞債権 373

      長期貸付金 10,894,032

      基金 822,340,897

        減債基金 -

        その他 822,340,897

      その他 277

      徴収不能引当金 -

  流動資産 232,751,941

    現金預金 231,061,420

    未収金 -

    短期貸付金 1,690,521

    基金 -

      財政調整基金 -

      減債基金 -

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 -

  繰延資産 - 純資産合計 716,855,074

資産合計 5,071,396,205 負債及び純資産合計 5,071,396,205

連結貸借対照表
（令和4年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：安房郡市広域市町村圏事務組合

会計：連結会計 （単位：円）

    資産売却益 3,238,893

    その他 119,146

純行政コスト 2,780,241,432

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 119,146

  臨時利益 3,358,039

  臨時損失 1,079,147

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 960,001

    使用料及び手数料 43,905,355

    その他 26,656,391

純経常行政コスト 2,782,520,324

      社会保障給付 -

      その他 1,445,757

  経常収益 70,561,746

        その他 1,421,498

    移転費用 175,417,049

      補助金等 173,971,292

      その他の業務費用 9,656,716

        支払利息 8,235,218

        徴収不能引当金繰入額 -

        維持補修費 28,663,240

        減価償却費 287,354,235

        その他 -

        その他 951,888

      物件費等 689,213,588

        物件費 373,196,113

        職員給与費 1,835,249,246

        賞与等引当金繰入額 123,877,219

        退職手当引当金繰入額 18,716,364

  経常費用 2,853,082,070

    業務費用 2,677,665,021

      人件費 1,978,794,717

連結行政コスト計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 金額



【様式第3号】

自治体名：安房郡市広域市町村圏事務組合

会計：連結会計 （単位：円）

固定資産 
等形成分

余剰分 
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 589,633,667 4,694,657,925 -4,105,024,258 -

  純行政コスト（△） -2,780,241,432 -2,780,241,432 -

  財源 2,907,197,241 2,907,197,241 -

    税収等 2,865,742,710 2,865,742,710 -

    国県等補助金 41,454,531 41,454,531 -

  本年度差額 126,955,809 126,955,809 -

  固定資産等の変動（内部変動） 145,345,249 -145,345,249

    有形固定資産等の増加 407,688,077 -407,688,077

    有形固定資産等の減少 -288,314,239 288,314,239

    貸付金・基金等の増加 30,794,387 -30,794,387

    貸付金・基金等の減少 -4,822,976 4,822,976

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 - -

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 265,598 331,611 -66,013 -

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 127,221,407 145,676,860 -18,455,453 -

本年度末純資産残高 716,855,074 4,840,334,785 -4,123,479,711 -

連結純資産変動計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

自治体名：安房郡市広域市町村圏事務組合

会計：連結会計 （単位：円）

前年度末歳計外現金残高 9,707,631

本年度歳計外現金増減額 449,682

本年度末歳計外現金残高 10,157,313

本年度末現金預金残高 231,061,420

財務活動収支 -69,985,228

本年度資金収支額 -46,337,977

前年度末資金残高 267,226,575

比例連結割合変更に伴う差額 15,509

本年度末資金残高 220,904,107

    地方債等償還支出 365,854,360

    その他の支出 42,730,868

  財務活動収入 338,600,000

    地方債等発行収入 338,600,000

    その他の収入 -

    資産売却収入 4,364,517

    その他の収入 -

投資活動収支 -370,025,847

【財務活動収支】

  財務活動支出 408,585,228

    その他の支出 -

  投資活動収入 37,773,296

    国県等補助金収入 33,035,255

    基金取崩収入 373,524

    貸付金元金回収収入 -

  投資活動支出 407,799,143

    公共施設等整備費支出 407,688,077

    基金積立金支出 111,066

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 433,406

業務活動収支 393,673,098

【投資活動収支】

    税収等収入 2,865,742,710

    国県等補助金収入 7,985,870

    使用料及び手数料収入 43,905,355

    その他の収入 26,584,874

  臨時支出 -

    移転費用支出 175,417,049

      補助金等支出 173,971,292

      社会保障給付支出 -

      その他の支出 1,445,757

  業務収入 2,944,218,809

    業務費用支出 2,375,562,068

      人件費支出 1,964,045,999

      物件費等支出 401,859,353

      支払利息支出 8,235,218

      その他の支出 1,421,498

連結資金収支計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 2,550,979,117



連結財務書類における注記 

1. 重要な会計方針 

(1) 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産 ································································ 取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア. 昭和 59年度以前に取得したもの ································ 再調達原価 

 ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

イ. 昭和 60 年度以後に取得したもの 

 取得原価が判明しているもの ·····································取得原価 

 取得原価が不明なもの ················································再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

② 無形固定資産 ································································原則として取得原価 

ただし、取得原価が不明なものは、再調達原価としています。 

 

(2) 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券 ·················································償却原価法（定額法） 

連結対象団体においては、利息法によっています。 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア. 市場価格のあるもの ··················································· 会計年度末における市場価格 

（売却原価は移動平均法により算定） 

ただし、一部の連結対象団体においては、総平均法によっています。 

イ. 市場価格のないもの ································· 取得原価（または償却減価法（定額法）） 

ただし、一部の連結対象団体においては、利息法によっています。 

③ 出資金 

ア. 市場価格のあるもの ······················································ 会計年度末における市場価 

（売却原価は移動平均法により算定） 

ただし、一部の連結対象団体においては、総平均法によっています。 

イ. 市場価格のないもの ····················································出資金額 

 

(3) 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。） ··················定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物 6年～50年 



工作物 6年～31年 

物品 3年～17年 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。） ···················定額法 

ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっ

ています。 

③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が 1 年以内

のリース取引及びリース契約 1 件あたりのリース料総額が 300 万円以下のフ

ァイナンス・リース取引を除きます。） 

 ········································· 自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

 

(4) 引当金の算定基準及び算定方法 

① 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額を計上しています。 

② 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額

の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

(5) リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

(6) 資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（容易に換金可能であり、かつ、価

値変動が僅少なもので、3か月以内に満期日が到来する流動性の高い投資）をいいます。 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受

払いを含んでいます。 

 

(7) 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 

 

2. 重要な後発事象 

(1) 主要な業務の改廃 

該当なし 



(2) 組織・機構の大幅な変更 

該当なし 

(3) 地方財政制度の大幅な改正 

該当なし 

(4) 重大な災害等の発生 

該当なし 

 

3. 偶発債務 

(1) 保証債務及び損失補償債務負担の状況 

該当なし 

(2) 係争中の訴訟等 

該当なし 

 

4. 追加情報  

(1) 連結対象団体（連結会計） 

団体名 区分 連結方法 比例連結割合 

千葉県市町村総合事務組合 

(一般会計 退手事業以外) 

一部事務組合・

広域連合 
比例連結 2.04％ 

一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象と

しています。 

 

(2) 出納整理期間 

地方自治法第 235 条の 5 に基づき、出納整理期間を設けられている団体（会計）に

おいては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年

度末の計数としています。 

なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会

計）との間で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了

したものとして調整しています。 

 

(3) 表示単位未満の取扱い 

千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

 



①有形固定資産の明細 （単位：千円）

前年度末残高
（A）

本年度増加額
（B）

本年度減少額
（C）

本年度末残高
（A)＋（B)-（C)

（D）

本年度末
減価償却累計額

（E)
本年度償却額

（F)

差引本年度末残高
（D)－（E)

（G)

4,687,109 837,996 541,167 4,983,937 1,481,896 130,450 3,502,041

217,155 - - 217,155 - - 217,155

- - - - - - -

3,899,136 530,575 13,430 4,416,281 1,331,678 99,055 3,084,604

337,609 10,384 - 347,993 150,219 31,395 197,774

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

233,208 297,037 527,737 2,508 - - 2,508

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

1,796,984 97,429 133,991 1,760,422 1,257,359 156,904 503,064

6,484,092 935,425 675,158 6,744,360 2,739,255 287,354 4,005,105

 物品

　　建設仮勘定

合計

 インフラ資産

　　建設仮勘定

　　建物

　　土地

　　その他

　　工作物

　　工作物

　　建物

　　浮標等

　　船舶

　　その他

　　航空機

 事業用資産

区分

　　立木竹

　  土地

【様式第５号】

附属明細書
１．貸借対照表の内容に関する明細

　※下記以外の資産及び負債のうち、その額が資産総額の100分の5を超える科目についても作成する。

（１）資産項目の明細


